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【要旨】 

 
日本の製造業を中心に 90年代の後半以降ＣＴＯ（最高技術責任者）への注目が高まって
いる。日本ではＣＴＯの定義や役割があいまいで、時代によっても多様なイメージで捉え

られてきた。1990年より前のＣＴＯには技術分野の目利き的役割が期待され、研究開発分
野の牽引が主たる使命だったが､近年は分社化やカンパニー化が進み、社内に分散した技術

や技術者を統合し、企業収益を高めることが期待されている。こうした役割を持つＣＴＯ

は今回当社が調査した 119企業の約半数程度に設置されている。 
日本のＣＴＯの現状については幾つかの課題がみられる。第一に､日本の大規模製造業は

多様で広範な事業を行っており､ＣＴＯの役割は大きい。従って専務以上の役職がふさわし

いがＣＴＯの半数は常務以下である。第二に、社長との役割分担や社長からの信頼獲得が

得られるかである。第三にＣＴＯを必要とする背景はあるが、ＣＴＯの必要性が認識され

なかったり、事業部の独立性が強かったり、ふさわしい人材が育成されておらずＣＴＯを

設置できない企業も見られ、こうした企業がどのようにＣＴＯを設置するかも重要である。 
こうした課題の中で特に重要なのはＣＴＯの育成に関するものである。従来は社内で自

然にＣＴＯが育成されていたが､今後は社外教育機関も使って意識的にＣＴＯを育成する

必要がある。しかしＣＴＯを意図したキャリア・パスを有する企業は少ない。大学など社

外教育機関と協力して､ＣＴＯ育成のシステムを作り、ＣＴＯ機能を十分に発揮することで

研究開発を企業収益に結びつけることが重要である。 
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のＣＴＯフォーラムに参加しているＣＴＯのみの回答では、図表 18に示したように、「Ｃ 
ＴＯは社長をしっかりサポートし、社長はＣＴＯを尊重する姿勢を明示する」が第一とな 
っている。実際ＣＴＯにとっては、社長がＣＴＯを尊重する姿勢を示してくれることへの 
期待が高いことがわかる。 
 
  図表 18 ＣＴＯがうまく機能するポイント〔能率協会ＣＴＯフォーラム参加者回答〕 

   

0

5

10

15

20

25

①
C
T
O
の
必
要
性
、
重
要
性
の

社
内
認
知
徹
底

②
C
T
O
と
社
長
と
の
業
務
分
担
を

明
確
に

サ
ポ
ー
ト
、
社

長
は
C
T
O
尊
重
の
姿
勢
明
示

全
社
横
断
業
務
も
掌

握
さ
せ
社
長
へ
の
登
竜
門
に
す
る

さ
わ
し
い
人
材
選
別

つ
ま
せ
る

(社）回答企業数

非常に重要

重要

あまり重要でない

規
定

③
C
T
O
は
社
長
を

ふ
し
、
十
分
な
経
験
を

④
C
T
O
に

⑤
C
T
O
に

   （出所）：今回アンケート調査よりＦＲＩ作成 
 
 次いで重要視されているのは、やはりＣＴＯというのは役割が重要で機能が大きいため、

ＣＴＯにふさわしい実力のある人材を選別し、十分時間をかけて経験を積ませ育成する」

の製造業にとって喫緊の重要課題と考えられる。 
以下の章では，ＣＴＯの育成について考える。ＣＴＯと社長との関係で言うと、ＣＴＯ

を社長への登竜門にするということについてはほとんど支持を得ていない。製造業であっ

てもＣＴＯと社長とは別の能力が要求されると意識されていることの反映とみられるが、

製造業においては、技術の土地勘があるＣＴＯに経営能力をつけてもらい、有力な社長候

補として育成することを積極化することが重要と考える。 

「

であった。こうしたＣＴＯ人材の教育育成は、技術経営が大きなテーマになっている日本
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３．ＣＴＯの育成 
３．１ ＣＴＯに求められる資質 
 ＣＴＯの役割が大きく、ＣＴＯ設置においてふさわしい人材の獲得がネックになったり、

ＣＴＯ機能をうまく働かせる上でも、ＣＴＯにふさわしい実力のある人材を選別し十分時

間かけて経験を積ませ育成することが重要と認識されているなど、ＣＴＯではその育成が

重要である。ここでは、ＣＴＯの育成について検討するが､手初めにＣＴＯに求められる資

質についてアンケート結果から分析する。 

 

           図表 19 ＣＴＯに求められる資質 

   

   （出所）：今回アンケート調査よりＦＲＩ作成 
 

 最も重視された資質としては、「幅の広い技術及び製品の目利き力、見識」であり、この

傾向は(社)日本能率協会のＣＴＯフォーラム参加のＣＴＯ自身による回答でも変わらなか
った。しかしこのような能力・資質は、ＣＴＯの設置時期で見たように、従来型の技術統

括者にも当然要求された資質である。こうした能力はＣＴＯとして備わっていて当然とも

いえるものである。 

 これに加えて近年のＣＴＯに要求されるのは、「事業の豊かな経験・実績を基盤とする技 
術部門及びその他の部門からの信頼」であり、「各部門に技術的側面から横串を通させる説 
明・説得・粘り強い実行力｣であると考えられる。逆に、「自らは社長を立て、裏方に徹す 
る自己抑制力｣という設問に関しては、ＣＴＯには自己抑制はあってはならず、積極的にト 
ップに意見具申すべきという複数の自由意見が得られた。 
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３．２ ＣＴＯ育成の基本的な考え 

 

。 

 

 このような重要な役割を持つＣＴＯの育成には、どのような考えで取り組むべきか。 

設問項目として、①自社内で自然に育成されるもの、②自社内で意図的に育成すべきもの、

③社外教育機関を活用して意図的に育成すべきもの、④主として自社内で、一部社外機関

を活用して意図的に育成すべきもの、⑤計画的育成は困難で社外から登用すべきもの、の

中から選んでもらった結果を図表 20に示した
 
          図表 20 ＣＴＯ育成の基本的な考え 
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   （出所）：今回アンケート調査よりＦＲＩ作成 
 

 最も支持された方針は「主として自社内で、一部社外機関を活用して、意図的に育成す 
べきもの｣という回答結果となったが、「自社内で、自然に育成されるもの」という回答も 
30社弱見られた。 
しかし、現状では社内で自然に育成できる環境ではなくなりつつあると考えられる。前 
記のＣＴＯに求められる資質の中には、事業部での経験・実績や他部門への説得力などが

強調されている。こうした資質は、従来の「幅の広い技術及び製品の目利き力、見識」と

はある面で対極の資質を要求しているとも言える。すなわち「幅の広い技術及び製品の目

利き力、見識」力は、技術者としての専門性の高さに依存し、技術者なら素直に獲得でき
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るタイプの力だが、他部門への説得力などは、技術の専門性が高い人材が、自分の中の技

ちと葛藤して意識的に獲得しないと、なかなか獲得

の中からこうした面での能力のある人材

慎重に選び社外教育機関も活用しつつ、意図的に育成する必要があるはずである。 
成が自社では追いつかないと、 

ふさわしい人材を海外に求めることや、海外でなくても社外に求めることにより、ＣＴＯ 

の市場が生まれる可能性はあるのだろうか。確かに三菱化学でＣＴＯを海外から招聘した 

ことが話題になったが、今回のアンケートでは、「（ＣＴＯの）計画的育成は困難で、社外 
から登用すべきもの」という設問への賛成意見はほとんどなかった。日本でＣＴＯ市場が 
生まれる素地は現在ではほとんど見られない。 

 また今回のアンケートでは、ＣＴＯを意図的に育成するという回答が多数を占めたが、 

意図的にする必要がある理由としては、意図的に育成しないと、得られる知識、職場経験 
に偏りがあり、経営者としてのバランスに欠けることが懸念されるためというものであっ 
た（図表 21）。しかし背景には、企業が成長しなくなり、ふさわしい時期に経営判断を行 
える経験の場が少なくなり、そうした能力が自然に付くまで待っていたら経営層になるの 
に時間がかかり、高齢になってしまうことがある。 
 

  図表 21 ＣＴＯは意図的に育成すべき理由 

術者として能力を高めたいという気持

できにくい、いわば政治的な能力と考えられる。市場ニーズの本質的理解には、その元に

なる人間社会の深い理解が必要であるし、他人の説得には、わかりやすい言葉で明確に説

得する力などが求められ、これらは技術者には自然体のままでは身につきにくい能力であ

る。むしろ技術者の中には、こうした能力に背を向ける性向があるとも考えられる。した

がって、技術的な能力とは別の評価軸で、技術者

を

 今後日本においてＣＴＯの役割が認識され、しかしその育

   
   （出所）：今回アンケート調査よりＦＲＩ作成 
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３．３ ＣＴＯとしてのバックグラウンドと必要なキャリア・パス 

 ではＣＴＯのバックグラウンドとしては、技術的なバックグラウンドは必須なのか、望

ましい程度なのか、技術系・非技術系にこだわらないほうがいいのか。この設問に関する

回答結果は図表 22に示したようになる。 

 

          図表 22  ＣＴＯのバックグラウンド 
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  （資料）：今回アンケート調査よりＦＲＩ作成 
 

 回答では、必 らみると「技術が理解で

きなかったりわからないと技術戦略の判断が難しい」という主張であり、比較的技術その

ものの理解を重視した判断となっている。技術の事業性や技術経営まで視点に入れた上で

なおかつ技術を良く知っていることが重要とする意見は、必須を選んだ回答の中の概ね 1/4

程度であった。重要視されるべきは、技術がわかるという意味は幅広く経営的視点で技術

がわかるという意味であるべきだろう。技術者であっても､専門外の技術の理解は非常に難

しいものである。 

 ＣＴＯの育成に関しては、必要な専門知識をバランスよく獲得するために意図的な育成

が重要とされた。では具体的に社内のどのような部署の経験が必要とされるであろうか。 

設問では①研究開発部門、②事業部門、③本社スタッフ、④海外留学経験、⑤海外勤務経 
験、⑥社外子会社経験を候補に上げて選んでもらった。その結果を図表 23に示した。 
 
 

須という回答が多く、その理由として自由意見か
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図表 23 ＣＴＯ育成に必要なキャリア・パス 
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   （資料）：今回アンケート調査よりＦＲＩ作成 
 
開発部門、事業部門がキャリアとして経験すべき２つの主要部署という結果であっ 

パスが存在するかどうかに対する回答 
は、図表 24のような結果が得られた。 
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で

 
      図表 24 ＣＴＯ育成を意図したキャリア・パスの存在 
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  （資料）：今回アンケート調査よりＦＲＩ作成 
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「必ずしもＣＴＯ育成を意図したものではないが、プロジェクトリーダー、研究所長育 
成など、将来のＣＴ ｣という回答が最 
も多かった。今後は試行錯誤しながらもＣＴＯ育成のキャリア・パス開発が課題になっ 
てくる。 
 現在各社で､社内ＭＯＴ教育が開始されだし、また大学院などでも社会人を対象にした 
ＭＯＴ教育が始まっている。これらはどちらかというと研究開発プロジェクトや事業な 
どのリーダークラスの育成を目指しているように思われる。ＣＴＯはこれらより､もう一 
段上のクラスの経営者育成であり、また別のシステムが必要になる。 

Ｏ育成に繋がるような、MOT人材育成体系はある
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４

営

タ において、日本企業の復活が見られる。このような製品では､例えばデジタル 
カ

み

れ

る、企 
業が持つ多様な技術をそれぞれの技術を持つ事業部などの壁を乗り越えて集めてすばやく

融合し、また自社が持つ中核的技術を、多様な事業部の製品の共通ベースとして活用し、

技術の効率的活用による儲かる技術を目指すことが求められていることにある。近年、企

業が選択と集中を目指す中で、独立性を強めた事業部ごとに分断されつつあった技術と技

術者をすばやく一体的に融合させる、事業部を越えた権限を持つ全社的技術統括者として

のＣＴＯが求められているわけである。 
 このようにＣＴＯには、従来の技術分野のトップが技術の目利き能力を主に要求されて 
いたのに加えて、独立性が強い事業部を説得し纏め上げる社内政治力が求められている。 
これは、むしろ専門的技術者が嫌うタイプの能力であろう。従って意図的に育成する必要 
がある。また、ＣＴＯは極めて専門的な仕事であり、ＣＴＯ市場というべきものが存在し 
てもいいと思われる。その点で、三菱化学が海外から専門のＣＴＯをスカウトしたことは 
象徴的な出来事であった。しかし日本企業では今回のアンケート結果にも見られたように、 
こうした市場育成には否定的であり、基本的には自社内で育成する意向である。現在企業 
ではＭＯＴ教育が始まっているが、現状ＭＯＴ教育は事業リーダークラスの育成を主たる 
対象としており、社内にはＣＴＯ育成の教育コースはほとんどない。ＣＴＯの育成は、現 
在の社内ＭＯＴ教育が狙う層の上のクラスを目指す必要があり、社内にその機会は少なく、 
海外の上級ＭＢＡコースなど社外の機関も活用しながら育成する必要がある。将来は日本 
の大学院などに期待される機能である。 
 いずれにしても日本企業はＣＴＯの重要性を認識し、あらゆる機会を捉えてその育成を 
図り、その働きをベースに社内の技術開発の柔軟な統合を確保し、技術のプラットフォー 
ム化に努め、技術の効率的・効果的な事業化を推進し、競争力を確保することが肝要であ 
る。 
 

 

 

 

 

 

．おわりに 
90年代以降、IT製品分野などを中心に日本企業の競争力が低下し、海外企業などと比べ 
業利益率などで見た収益性が低いことが日本企業の欠点となっていた。しかし近年デジ 
ル家電など

メラにおいてみられるように、レンズ技術、CCDなどの半導体技術、精密加工技術、組 
込みソフトウエア技術など、日本企業が持つキーデバイスを中心に多様な技術が融合さ 
た製品であることが認識されている。 
現在ＣＴＯが必要とされる背景は、日本企業の競争力の源泉の一つであ
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